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青 森 県  

 

青森県の新型コロナウイルス感染症発生下における医療提供体制及び 

検査体制に係る現状と課題等について 

 

１ 医療提供体制について 

 ⑴ 病床確保について 

   本県では、令和２年５月 15日現在、126床の病床（感染症病床含む。）を確保して

いるが、県ではピーク時に必要とされる病床数として最大 225床必要と試算してお

り、まだ充足している状況ではない。また、医療資源の乏しい本県では、圏域の３次

救急などを担い高度医療を提供する医療機関が感染症指定医療機関も担っているた

め、同医療機関が新型コロナウイルス感染症患者の重症者だけでなく、軽症者等につ

いても診療しなければならない状態となっており、地域の中核的病院である感染症指

定医療機関の負担が増加している。 

   こういった状況を踏まえ、県内の感染症指定医療機関や医師会等の関係機関と協議

を行い（これまでに５回開催）、現状と課題を共有し、十分な病床が確保されるよう

図るとともに、圏域における協議についても進めている。 

   また、不足する病床を補うため、軽症者等が療養するための施設として、１棟 30

室のホテルを借り上げ、病床が枯渇したときに備えるとともに、患者の発生状況を踏

まえ、更なる宿泊療養施設の確保について検討しているところである。 

 

 ⑵ 医療従事者確保について 

本県は、医師をはじめとした医療従事者数が総じて全国最下位レベルと不足が顕著

であることから、平時における高度・専門医療、救急医療を担っている中核的医療機

関の医療従事者の負担が大きくなっており、これらの医療提供体制を維持することが

厳しい状況にある。 

これに加え、今回の新型コロナウイルス感染症の発生拡大に係る帰国者・接触者外

来の設置、入院患者の受入、院内感染防止対策の実施などが加わったことにより、更

に高度・専門医療、救急医療を担っている中核的医療機関における医療従事者の負担

が（特別警戒区域を除く）他都道府県の医療従事者に比べて高くなり、一層疲弊感、

不安感も強くなっている。 

 本県においては、今後の新たな感染症の発生をも見据え、医療従事者の増加、質的

向上、医療連携体制の強化などについてより一層強く取り組む必要があると考えてお

り、国においても、地方と連携しながら幅広い職種と人材を派遣し、現場を支援する

体制を整備するなど、各種の支援、助言等についてお願いしたい。 

 

 ⑶ 公衆衛生医師の確保について 

   新型コロナウイルス感染症対策において、保健所は、帰国者・接触者相談センター

を設置して住民の相談に対応しているほか、積極的疫学調査や健康観察などの重要な



業務を担っている。また、保健所は、地域健康危機管理の中核的な役割を担ってお

り、とりわけ非常時において保健所長は、迅速な情報収集と分析を行い、組織を指揮

監督する重要な立場にある。 

   そうした中、全国的に公衆衛生医師の不足は深刻であり、本県においても保健所長

の兼務が生じているほか、５名の保健所長のうち４名が 65 歳を超えるなど、今後の

公衆衛生医師の確保は極めて厳しい状況にある。現状において、仮に、兼務している

双方の保健所管内でクラスターなどの大規模な事案が発生した場合、保健所がその機

能を十分に果たすことができるのか不安がぬぐえない状況にある。 

   本県としても、これまで、①広報活動、②キャリアパスの提示、③医師ネットワー

クの構築によるリクルートの実施などの公衆衛生医師確保策を講じてきたが、そもそ

も多くの医師は臨床分野に進むため、若い人材を長期的に確保するのが難しく、県の

取組にも限界を感じているところである。 

   そこで、国においては、公衆衛生行政の指導的役割を担う公衆衛生医師が不足して

いることは、国全体の健康危機管理に関する機能の低下を招くことになり兼ねず、臨

床医不足よりも危機的状況であることを認識した上で、公衆衛生医師の確保と育成に

向けて、若手医師の誘導策など必要な対策を講じていただきたい。 

 

 

２ 検査体制について 

⑴ 本県の検査体制の現状 

○ 青森県環境保健センター（地方衛生研究所） 

    配置人員：４名 

    検査能力：26件／日（瞬間最大 40件／日） 

  ○ 民間検査機関への委託 

    20件／日程度 

 

⑵ 本県の認識等 

現状においては、検査需要を満たしていると考えているが、今後、クラスターの発

生など、特定警戒都道府県と同等に感染が拡大した場合、現状の検査能力では不十分

であると考えている。 

県としては、感染拡大に備えて、ＰＣＲ検査機器の更新、行政検査の民間検査機関へ

の委託、地域外来・検査センターの設置等により、引き続き検査能力の強化を図ってい

るところであるが、国においても、それに対応するための人材の派遣、検査機器等の導

入等の支援体制の整備をお願いしたい。 


